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法人税 R4 令和 5年度税制改正追加対応版(Ver.23.20)のリリースについてご連絡いたします。 

１． 発行プログラム 

システム名 
リリース 

バージョン 

データ移行 

対象バージョン 

法人税R4 Ver.23.20 

令和5年度版 

Ver.23.10以降 

令和4年度版 

Ver.22.10以降 

※ライセンスが変更になります。23.2用のライセンスが必要です。 

※Ｅｉボードは Ver.23.10以上が必要です。 

２．リリース時期（予定） 

2-1. Ｅｉボードダウンロードマネージャー／マイページのダウンロード公開 

2023 年 7 月 24 日(月) 

2-2. オプションの CD 保守契約 CD 送付開始日 

2023 年 8 月 3 日(木) 

※令和 4 年度版(Ver.22.41)のセットアッププログラムも収録します。 

2-3. 法人税 R4 Ver.23.2用の電子申告プログラムについて 

Ver.23.2 用の法人税 R4 電子申告プログラム(Ver.23.2.e2)の提供時期は、法人税 R4 システム本

体のダウンロード公開と同日となります。(7 月 24 日公開予定) 

※ Ver.23.2 で対応予定の別表六関係等の帳票が電子申告の受付対象となるのは、 

例年 9 月下旬頃です。 

３．税制改正の対応内容(予定) 

3-1. 法人税別表の変更 

以下の帳票の様式対応を予定しています。 

標準別表 
別表六(六) 別表六(六)付表 別表六(七) 

別表六(九) 別表六(十) 別表六(十一) 

別表六(十四) 別表六(十七) 

(旧 「別表六(十八)」) 

別表六(二十二) 

(旧 「別表六(二十三)」) 

別表六(二十三) 

(旧 「別表六(二十四)」) 

別表六(二十五) 

(旧 「別表六(二十七)」) 

別表六(二十六) 

(旧 「別表六(三十一)」) 

別表六(二十六)付表一 

(旧 「別表六(三十一)付表」) 

別表六(三十一) 

(旧 「別表六(三十六)」) 

適用額明細書 

 

法人税 R4 令和 5 年度税制改正追加対応版(Ver.23.20)のリリース 

 
 



 

 

EXCEL ファイルによる帳票提供について（期間限定） 

（関連インフォメーション：「23XA009 法人税 R4 令和 5 年度税制改正対応版(Ver.23.10)のリリー

ス」） 

Ver.23.20 リリースまでの措置として、今回対応する別表六関係の標準別表の EXCEL ファイルを

法人税 R4 の「関連帳票」のページ（法人税 R4 令和 5 年度の右上の[サポートメニュー] →[ 

関連帳票]）にて公開しています。 

Ver.23.20 リリースまでの期間限定の公開になります（7 月末まで公開予定）。 

EXCEL ファイルで作成した別表六は、PDF ファイル形式で保存し、電子申告 R4 で添付ファイル追

加して提出することが可能です。 

 

拡張別表 
別表三(二の三)付表 別表三(六) 別表三(七) 

別表六(二)付表一 別表六(二)付表二 別表六(二)付表三 

別表六(二)付表六 別表六(三)付表二 別表六(三)付表三 

別表六(四の二) 別表六(五) 別表六(五の二) 

別表六(十五) 別表六(十六) 別表六(十八) 

(旧 「別表六(十九)」) 

別表六(十九) 

(旧 「別表六(二十)」) 

別表六(二十) 

(旧 「別表六(二十一)」) 

別表六(二十四) 

(旧 「別表六(二十五)」) 

別表六(二十六)付表二 

(旧 「別表六(三十一)付表二」) 

別表六(二十七) 

(旧 「別表六(三十二)」) 

別表六(二十九) 

(旧 「別表六(三十四)」) 

別表六(三十) 

(旧 「別表六(三十五)」) 

別表六(三十二) 

(旧 「別表六(三十七)」) 

別表七(一)付表一 

別表七(一)付表二 別表七(一)付表三 別表七(三) 

別表八(三) 別表八(三)付表 別表九(二) 

別表十(二) 別表十(三) 別表十(四)付表一 

別表十(四)付表二 別表十二(一) 別表十二(二) 

別表十二(三) 別表十二(四) 別表十二(五) 

別表十二(六) 別表十二(七) 別表十二(八) 

別表十二(九) 別表十二(十一) 別表十二(十二) 

別表十二(十三) 別表十二(十四) 別表十二(十五) 

別表十二(十六) 別表十二(十七) 別表十二(十八) 

別表十二(十九) 別表十三(六) 別表十三(七) 

別表十三(八) 

(旧 「別表十三(九)」) 

別表十三(九) 

(旧 「別表十三(十)」) 

別表十四(一) 

別表十四(三) 別表十四(四) 別表十四(七) 

別表十四(七)付表一 別表十四(七)付表二 別表十四(七)付表三 

別表十四(八) 別表十四(九) 別表十六(三) 

別表十六(十一) 別表十七(一) 別表十七(一)付表 

別表十七(二の二) 別表十七(三) 別表十七(三)付表一 

別表十七(三)付表二 別表十七(三の二) 別表十七(三の三) 

別表十七(三の三)付表 別表十七(三の四) 別表十七(三の四)付表 

別表十七(三の五) 別表十七(三の六)付表 別表十七(三の七) 

別表十七(三の七)付表一 別表十七(三の七)付表二 別表十七(三の八) 

別表十七(三の九) 別表十七(四)  

3-2. 削除別表 

以下の帳票の削除を予定しています。 

標準別表 
別表六(十七) 高度省エネルギー増進設備等を取得した場合の法人税額の特別控除に関する

明細書 

別表六(二十四)付表一 基準雇用者数等、給与等支給額及び比較給与等支給額の計算に関する明細書 

別表六(二十六) 特定中小企業者等が経営改善設備を取得した場合の法人税額の特別控除に関

する明細書 

別表六(二十八) 国内新規雇用者に対する給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控

除に関する明細書 

別表六(二十九) 中小企業者等の給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除に関す

る明細書 



 

 

 

拡張別表 
別表六(三十) 給与等の支給額が増加した場合の法人税額の特別控除における雇用者給与等

支給増加重複控除額の計算に関する明細書 

別表十三(八) 平成 21 年及び平成 22 年に先行取得をした土地等の圧縮額の損金算入に関す

る明細書 

 

４．機能改善の対応内容(予定) 

4-1. 特別償却の付表：列操作機能の改善 

入力画面で列(明細)操作する機能について、次の対応をします。 

列クリア機能の追加 

[列クリア]ボタンを追加し、カーソルがある列の値をクリアできるように対応します。 

 

列コピー機能の範囲拡張 

列コピーの範囲を次のように変更します。 

【変更前】 

[列複写]ボタンでカーソルがある列の値を、同じ頁のもう一方の列に上書きします。 

【変更後】 

[列コピー][列貼付]ボタンを追加し、コピーした列の値を違う頁の列にも上書きできるよう

に対応します。 

また、本対応に伴い[列複写]ボタンは削除します。 

 

なお、ボタンの追加・削除による配置変更に伴い、[制度説明]のボタン名を[記載項目等の説

明]に変更して[ヘルプ]ボタンの横に移動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【変更後】 

[列複写]を削除し、[列クリア] [列コ

ピー] [列貼付]を追加 

【変更前】 



 

 

4-2. 別表十六：最小明細数で明細の削除等を操作した場合のメッセージ対応 

別表十六の入力画面に登録されている明細数が最小明細数（これ以上削除できない明細数）の

状態のときの削除や切取のボタンの制御について、以下のように変更します。 

【変更前】 

削除や切取ボタンを無効にして、クリックできない状態に制御 

【変更後】 

削除や切取ボタンはクリックできるように変更して、次のメッセージを表示するように対応

します。 

  
 

【対象別表】(標準別表) 

別表十六(一)、 別表十六(二)、 別表十六(四)、 別表十六(六)、 別表十六(七)、  

別表十六(八)、 別表十六(九)、 別表十六(十) 

 

【対応の背景】(お客様からのご要望) 

削除や切取ボタンがクリックできない状態のとき何が原因かわかりにくい。制御の方法を見

直してほしい。 

4-3. 別表十五：出資持分のない医療法人の判定対応 

公益法人の場合に表示される「資本金の額又は出資金の額に準ずるものが１億円以下に該当す

る」のチェックボックスを資本金の額又は出資金の額が 0 円の医療法人の場合も表示し、「(3)

中小法人等定額控除限度額」の計算を判定するように対応します（OFF の場合は０円を設定し

ます）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本金の額又は出資金の額に準ずるものが１億円以下に該当する」を表示する現行条件（公益

法人の場合）に、以下の条件を追加します。 

・法人基本情報の法人区分が「特定の医療法人」の場合 

・法人基本情報の法人区分が「普通法人」かつ、「医療法人：ON」かつ、「非中小法人：OFF」か

つ、別表五(一)[32]④から[35]④(任意の行含む）が全て０円の場合 

 

【対応の背景】(お客様からのご要望) 

・出資持分のない医療法人の場合、資本金の額又は出資金の額に準ずる額で「(3)中小法人等定

額控除限度額」の計算を判定してほしい。今は準ずる額が１億円超の場合は０円を上書きで

設定する必要がある。 

・出資持分のない医療法人について、公益法人における「資本金の額又は出資金の額に準ずる

ものが 1 億円以下に該当する」のチェックボックスに相当する機能を付けてほしい。 

 

 

以上、よろしくお願いいたします。 

出資持分のない医療法人の場合も、

チェックボックスを表示するように変更しま

す。 


